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介護老人保健施設運営規程 

                     ＜指定短期入所療養介護＞ 
 

           第 1 章  事業の目的及び運営方針 

 

  （目的） 

第1条 この規程は、介護老人保健施設玉串すみれ苑（以下「事業所」という。）におい 

   て実施する指定短期入所療養介護事業の適正な運営を確保するために人員及び管 

理運営に関する事項を定め、利用者の療養生活の質の向上および利用者の家族の 

身体的および精神的負担の軽減をはかることを目的とする。 

 

 （運営方針） 

第2条 事業所は、前条の目的を達成するため次のことを方針として運営されるものとす

る。 

（1）事業所は、短期入所療養介護計画に基づいて、看護、医学的管理の下におけ

る介護及び機能訓練その他必要な医療並びに日常生活上の世話を行う事によ

り、利用者がその有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるよう

にするとともに、療養生活の質の向上及び利用者の家族の身体的及び精神的負

担の軽減を図ります。 

（2）事業所は、利用者の意思及び人格を尊重し、常に利用者の立場に立って指定

短期入所療養介護の提供に努めます。 

    （3）事業所は、明るく家庭的な雰囲気を有し、地域や家庭との結びつきを重視し 

      た運営を行い、市町村、居宅介護支援事業者、居宅サービス事業者、他の介

護保健施設その他の保健医療サービス又は福祉サービスを提供する者との密

接な連携に努めます。 

 

   (事業所の名称など) 

  第 3 条 （1）名  称    介護老人保健施設 玉串すみれ苑  

         （2）所 在 地  東大阪市玉串町西３丁目２番３号  

     

 

      第 2 章   従業者の職種、員数及び職務の内容 

 

   (職員の定数) 

  第４条     事業所に次の職員を基準を満たすために必要と認められる数以上おく。 

        (1)  医 師(管理者)    １名      
       (2) 看護職員          １０名  
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       (3)  介護職員           ２４名   

        (4)  支援相談員              １名 
       (5) 理学療法士又は作業療法士   １名 
      (6) 介護支援専門員        １名 
       (7) 管理栄養士           １名 
       (8) 事務員            1 名 

 

  （職務内容） 

  第５条 職員の職務内容は、次の通りにする。 

（1） 施設管理者は、事業所の従業員の管理、業務の実施状況の把握その他の管 

         理を一元的に行うものとする。 

（2） 施設管理者は、従業員にこの章の規程を遵守させるために必要な指揮命 

        令を行うものとする。 

（3） 医師は、利用者の健康管理及び医療の処置に適切なる処置を講ずる。 

（4） 看護職員は、施設管理者の命を受け利用者の保健衛生並びに看護業務を行 

       う。 

（5） 介護職員は、施設管理者の命を受け利用者の日常生活全般にわたる介護 

       業務を行う。 

    （6） 支援相談員は、利用者及びその家族からの相談に適切に応じるとともに、

レクリエーション等の計画、指導を行い、市町村との連携を図るほか、ボ

ランティアの指導を行う。 

 (7)   理学療法士又は作業療法士は、施設管理者の命を受け利用者などに対する

理学療法業務又は作業療法業務を行う。 

    （8） 介護支援専門員は、施設管理者の命を受け、短期入所療養介護計画の作成

に関する業務を行う。 

(9)  管理栄養士は、献立作成、栄養量計算、給食記録を行い調理員を指導し 

       て、給食業務に従事する。 

      ※  指定短期入所療養介護従事者は、指定短期入所療養介護 (以下、短期入所 

       という。)の提供に当たる。 

    

 (勤務体制の確保) 

第６条 事業所は、利用者などに対し、適切な短期入所療養介護を提供できるよう、 従

業者の勤務体制を定めておきます。 

2 事業所は、当該施設の従業者によって短期入所療養介護を提供します。 

3 事業所は、従業者の資質の向上のために、その研修の機会を確保します。 

    

 

      第 3 章  定員 

（定員の遵守） 
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第７条 指定短期入所療養介護の利用定員数は、利用者が申込みをしている当該日の介護

保健施設サービスの定員数より実入所者数及び介護予防短期入所療養介護の利用

者を差し引いた数とする。 

 

 

       第 4 章  利用者に対する事業所サービスの内容、及び利  

                   用料、その他の費用の額 

（内容及び手続きの説明及び同意） 

第８条 事業所は、サービスの提供の開始に際し、あらかじめ、利用申込者又は家族に対 

    し、運営規程の概要、従業者の勤務の体制その他の利用申込者のサービスの選択

に資するを認める重要事項を記した文書を交付して説明を行い、当該提供の開始

について、利用申込者の同意を得るものとする。 

 

（受給資格等の確認） 

第９条 事業所は、サービスの提供を求められた場合には、その者の提示する被保険者に 

    よって、被保険者資格、要介護認定の有無及び要介護認定の有効期間を確かめる 

ものとする。 

2 事業所は、前項の被保険者証に認定審査会意見が記録されているときは、当該認

定審査会意見に配慮して、短期入所療養介護を提供するように努めます。 

 

 (サービスの利用と終了) 

第１０条 事業所は、その身体の状況及び病状並びにその置かれている環境に照らし看護、 

     医学的管理の下における介護及び機能訓練その他必要な医療が必要であると認 

     められる者を対象に、短期入所療養介護を提供するものとします。 

    2 事業所は、正当な理由なく短期入所療養介護の提供を拒みません。 

3  事業所は、利用申込者の利用に際しては、その者の心身の状況、病歴等の把握に 

   努めます。 

4  事業所は、利用者の心身の状況、病状、その置かれている環境等に照らし、その 

   者が居宅において日常生活を継続的に営むことができるよう定期的に検討する。 

5  前項の検討に当たっては、医師、看護・介護職員、支援相談員、介護支援専門 

  員等の従業員の間で協議します。 

6  事業所は、利用者へのサービス提供に際しては、その者又はその家族に対し、 適 

  切な指導を行うとともに、サービス提供終了後の主治医及び居宅介護支援事業者

に対する情報の提供その他保健医療サービス又は福祉サービスを提供する者と

の密接な連携に努めます。 

 

  （利用料等の受領） 

  第１１条 事業所は、法定代理サービスに該当する短期入所療養介護を提供した際には、 
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     利用者から利用料の一部として、当該指定短期入所療養介護について厚生労働大

臣が定める基準により算定した費用の総額から当該施設に支払われる短期入所

療養介護費の額を控除して得られた額の支払を受けるものとします。 

2 事業所は、法定代理受領サービスに該当しない短期入所療養介護を提供した

際に利用者から支払を受ける利用料の額と、短期入所療養介護費用基準額と

の間に、不合理な差額が生じないようにします。 

3 施設は、前 2 項の支払を受ける額のほか、各号に掲げる費用の額を徴収しま

す。 

        （1）食事の提供に要する費用 

                       基準額 朝食  300 円/回 

                昼食  550 円/回 

                おやつ 150 円/回 

                夕食  600 円/回 

                 

          （2）滞在に要する費用 

 従来型個室 多床室 

  滞在費  １，７７０円／日    ６００円／日 

（3）厚生労働大臣の定める基準に基づき利用者が選定する特別な療養室の提

供を行ったことに伴い必要となる費用。 

特別な室料  個室料 トイレ付き ３，３００円／日（税込） 

                 個室料 トイレなし ２，２００円／日（税込） 

（4）前 3 号に掲げるもののほか、指定短期入所療養介護において提供される便

宜のうち、日常生活においても通常必要となるものに係る費用であって、

その利用者に負担させることが適当と認められるものについて実費徴収す

る。  

                                 日常生活費     ２００円／日 

                 教養娯楽費     ２００円／日 

     （5）第 1 号及び第 2 号について、介護保険法施行規則第 83 条の 6 の規定によ

り、介護保険負担限度額認定証の交付を受けた者にあっては、当該認定証

に記載されている負担限度額とする。なお、第 2 号について、指定居宅サ

ービスに要する費用の額の算定に関する基準により従来型個室の入所者が

多床室に係る当該費用の額を算定する者にあっては、多床室の費用の額の

支払を受けるものとする。 

4 事業所は、前項各号に掲げる費用の額に係るサービスの提供に当たっては、あ

らかじめ、利用者または家族に対し、当該サービスの内容及び費用について説

明を行い、同意を得ます。（文書に署名を受けることとする。） 

 

5 事業所は、利用料について、経済状況の著しい変化その他やむを得ない事由が

ある場合、利用者に対して変更を行う１ヶ月前までに説明を行い、当該利用料

を相当額に変更する。 
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     (通常の送迎の実施地域)  

   第１２条 通常の送迎の実施地域は、東大阪市、大東市、八尾市、大阪市平野区の地域

とする。 

 

  （指定短期入所療養介護の取り扱い方針） 

第１３条 指定短期入所療養介護は、利用者の要介護状態の軽減又は防止に資するよう、

その者の心身の状況等を踏まえて、その者の療養を妥当適切に行います。 

2 指定短期入所療養介護は、短期入所療養介護計画に基づき、漫然かつ画一的

なものとならないよう配慮して行います。 

3 事業所の従業員は、短期入所療養介護の提供に当たっては、懇切丁寧を旨と

し、利用者又はその家族に対し、療養上必要な事項について、理解しやすい

ように指導または説明を行います。 

        4   事業所は、短期入所療養介護の提供に当たっては、当該利用者又は他の利用  

           者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き身体的拘束  

           その他利用者の行動を制限する行為を行いません。 

5   事業所は、自らその提供する指定短期入所療養介護の質の評価を行い、常に

その改善を図るものとします。 

 

    （診療の方針） 

   第１４条  医師の診療の方針は、次に掲げるところによるものとします。 

   (1) 診療は、一般に医師として必要性があると認められる疾病または負傷に対して、

的確な診断を基とし、療養上妥当適切に行います。 

      (2) 診療に当たっては、常に医学の立場を堅持して、利用者の心身の状況を観察し、

要介護者の心理が健康に及ぼす影響を十分配慮して、心理的な効果をもあげるこ

とができるよう適切な指導を行います。 

      (3) 常に利用者の病状、心身の状況及びその置かれている環境等の的確な把握に努

め、利用者又はその家族に対し、適切な指導を行います。 

      (4) 検査、投薬、注射、処置等は、利用者の病状に照らして妥当適切に行います。 

(5) 特殊な療法又は新しい療法等については、別に厚生労働大臣が定めるもののほ

か行いません。 

      (6) 別に厚生労働大臣が定める医薬品以外の医薬品を利用者に施用し、又は処方し

ません。 

 

    （必要な医療の提供が困難な場合等の措置等） 

第１５条 事業所の医師は、利用者の病状からみて当該介護老人保健施設において自ら   

       必要な医療を提供することが困難であると認めたときは、協力病院その他適 

       当な病院若しくは診療所への入院のための措置を講じ、又は他の医師の対診 

       を求める等診療について適切な措置を講じます。 

2 事業所の医師は、不必要に利用者のために往診を求め、又は利用者を病院若し
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くは診療所に通院させません。 

3 事業所の医師は、利用者のために往診を求め、又は利用者を病院若しくは診  

  療所に通院させる場合には、当該病院又は診療所の医師又は歯科医師に対し、 

  当該利用者の診療状況に関する情報の提供を行います。 

     4 事業所の医師は、利用者が往診を受けた医師若しくは歯科医師又は利用者が  

          通院した病院若しくは診療所の医師若しくは歯科医師から当該利用者の療養上

必要な情報の提供を受けるものとし、その情報により適切な診療を行います。 

 

     （短期入所療養介護計画の作成） 

第１６条 介護支援専門員（以下「計画担当介護支援専門員」という。）は、短期入所 

     療養介護計画の作成に当たっては、適切な方法により、利用者について、 

     その有する能力、その置かれている環境等の評価を通じて利用者が現に抱 

     える問題を明らかにし、利用者が自立した日常生活を営むことができるよ 

     うに支援する上で解決すべき課題を把握します。 

2 計画担当介護支援専門員は、利用者及びその家族の希望、利用者について 

   把握された解決すべき課題並びに医師の治療の方針に基づき、当該利用者 

   に対する短期入所療養介護の提供に当たる他の従業員と協議の上、サービ 

   スの目標及びその達成時期、サービスの内容、サービスを提供する上で留 

   意すべき事項等を記載した短期入所療養介護計画の原案を作成します。      

3 計画担当介護支援専門員は、短期入所療養介護計画の原案について、利用  

者に対して説明し、同意を得ます。 

        4    計画担当介護支援専門員は、短期入所療養介護計画の作成後においても、 

      サービスの提供に当たる他の従業者との連絡を継続的に行うことにより、短

期入所療養介護計画の実施状況の把握を行うとともに、利用者についての解

決すべき課題の把握を行い、必要に応じて短期入所療養介護計画の変更を行

います。 

 

     （機能訓練） 

第１７条 事業所は、利用者の心身の諸機能の維持回復を図り、日常生活の自立を助け  

          るため、理学療法、作業療法その他必要なリハビリテーションを計画的に 

     行います。 

 

     （看護及び医学的管理の下における介護） 

第１８条 看護及び医学的管理の下における介護は、利用者の自立の支援と日常生活の

充実に資するよう、利用者の病状及び心身の状況に応じ、適切な技術をもっ

て行います。 

2 事業所は、1 週間に 2 回以上、適切な方法により、利用者を入浴させ、又

は清拭します。 

3 事業所は、利用者の病状及び心身の状況に応じ、適切な方法により、排泄

の自立について必要な援助を行います。 
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4 事業所は、おむつを使用せざるを得ない利用者のおむつを適切に取り替え

ます。 

5 事業所は、前各項に定めるほか、利用者に対し、離床、着替え、整容その

他日常生活上の世話を適切に行います。 

6 事業所は、その利用者に対して、利用者の負担により、当該介護老人保健

施設の従業者以外の者による看護及び介護を受けさせないようにします。 

 

 

（食事の提供） 

第１９条 利用者の食事は、栄養並びに利用者の心身の状況、病状及び嗜好を考慮したも

のとするとともに、適切な時間に行います。 

２ 利用者の食事は、その者の自立の支援に配慮し、できるだけ離床して食堂 

           で行われるよう努めます。 

 

（相談及び援助） 

第２０条 事業所は、常に利用者の心身の状況、病状、その置かれている環境等の的確な

把握に努め、利用者又はその家族に対しその相談に適切に応じるとともに、 必要

な助言、その他の援助を行います。 

 

（要介護認定の申請に係る援助） 

第２１条  事業所は、利用の際に要介護認定を受けていない入所申込者については、要介

護認定の申請が既に行われているかどうかを確認し、申請が行われていない場合

には、利用申込者の意思を踏まえて速やかに当該申請が行われるよう必要な援助

を行います。 

 

(その他のサービス提供) 

第２２条 事業所は、適宜利用者のためのレクリエーション行事を行うよう努めます。                                                           

   ２ 事業所は、常に利用者の家族との連携を図るとともに利用者とその家族との交

流等の機会を確保するよう努めます。               

 

 

   第 5 章  事業所の利用に当たっての留意事項 

（日課の励行） 

第２３条 利用者などは、施設管理者、医師、支援相談員、看護職員、理学療法士又は作

業療法士、介護職員などの指導による日課を励行し、共同生活の秩序を保ち、

相互の親睦に努めます。 

 

（健康保持） 

第２４条 利用者は、健康に留意するものとし、事業所で行う健康診断は、特別の理由が
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ない限り、努めて受けていただきます。                           

 

(衛生保持) 

第２５条 利用者は、施設の清潔、整頓、その他環境衛生の保持のため施設に協力してい

ただきます。    

                                               

（身上変更の届出） 

第２６条 利用者は家族関係などに変更が生じたときは、速やかに施設管理者または支援

相談員に届け出ていただきます。                              

    

（施設内禁止行為） 

第２７条 利用者は、施設内で次の行為をしないでください。 

   (1) 宗教や習慣の相違などで他人を攻撃し、または自己の利益のために他人の自由

を侵すこと 

    (2)  喧嘩もしくは口論をなし、泥酔しまたは楽器などの音を大きく出して静穏を乱

し、他の入所者に迷惑を及ばすこと。 

      (3)  指定した場所以外で火気を用い、または就寝しもしくは寝具の上で喫煙するこ

と。 

(4) 故意に施設もしくは物品に損害を与え、またはこれらを施設外に持ち出すこと。 

      (5)  金銭または物品の頼み事をすること。 

    (6)  施設内の秩序、風紀を乱しまたは安全衛生を害すること。 

    (7)  無断で備品の位置、または形状を変えること。  

                            

第２８条 施設管理者は、利用者が決められた規律に従わなかったり、禁止行為を行った

りして、共同生活の秩序を乱すことがあった場合には、適切な指示、指導を行

い、さらにそれに従わないときは、保証人の承認を得た上で退所させることが

できます。                                     

 

 

第6章 非常災害対策 

第２９条 事業所は、非常災害に関する具体的計画を立てておくとともに、非常災害に備

えるため、定期的に避難、救出その他必要な訓練を行います。        

       2 前項の実施について、少なくとも年 2 回以上の避難訓練を行うものとし、うち

一回以上を夜間または夜間を想定して行います。 

 

 

    第 7 章   その他の事業所の運営に関する重要事項 

（衛生管理等） 
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第３０条 施設は、入所者の使用する施設、食器その他の設備又は飲用に供する水につ

いて、衛生的な管理に努め、又は衛生上必要な措置を講ずるとともに医薬品

及び医療機器の管理を適正に行うものとする。 

2 施設において、感染症又は食中毒が発生し、又はまん延しないように次の各 

号に掲げる措置を講じるものとする。 

（１） 施設における感染症又は食中毒の予防及びまん延の防止のための対策を検

討する委員会（テレビ電話装置等を活用して行うことができるものとする。）

をおおむね３月に１回以上開催するとともに、その結果について、従業者に

周知徹底を図る。 

   （２）施設における感染症の予防及びまん延の防止のための指針を整備する。 

   （３）施設において、従業者に対し、感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止の 

ための研修並びに感染症の予防及びまん延の防止のための訓練を定期的に実 

施する。 

   （４）前３号に掲げるもののほか、「厚生労働大臣が定める感染症又は食中毒の発生 

が疑われる際の対処等に関する手順」に沿った対応を行う。 

                             

 

（協力病院） 

第３１条 事業所は、利用者の病状の急変等に備えるため、あらかじめ、協力病院を定            

めておきます。 

2 事業所は、あらかじめ、協力歯科医療機関を定めておきます。 

                                                            

（掲示） 

第３２条 事業所は、当該介護老人保健施設の見やすい場所に、運営規程の槻要、従業            

者の勤務の体制、協力病院、利用料その他のサービスの選択に資すると認め

られる重要事項を掲示します。 

                        

（秘密保持等） 

第３３条 事業所の従業者は、正当な理由なく、その業務上知り得た利用者又はその家        

族の秘密を漏らしません。 

2 事業所は、従業者であったものが、正当な理由がなく、その業務上知り得た            

利用者又はその家族の秘密を漏らすことがないよう、必要な措置を講じます。 

3 事業所は、居宅介護支援事業者等に対して、利用者に関する情報を提供する

際には、あらかじめ文書により利用者の同意を得ておくものとします。 

 

（居宅介護支援事業者に対する利益供与等の禁止）  

第３４条 事業所は、居宅介護支援事業者又はその従業者に対し、要介護被保険者に当            

該施設を紹介することの対償として、金品その他の財産上の利益を供与しま

せん。 

2 事業所は、居宅介護支援事業者又はその従業者から、当該施設からの退所者            
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を紹介することの対償として、金品その他の財産上の利益を収受しません。  

                                                        

 

（苦情処理）  

第３５条 事業所は、提供した短期入所療養介護に関する利用者からの苦情に迅速かつ           

適切に対応するために、苦情を受け付けるための窓口を設置する等の必要な

措置を講じます。 

2 事業所は、提供した短期入所療養介護の提供に関し、法第 23 条の規定によ      

り市町村が行なう質問若しくは照会に応じ、及び市町村が行なう調査に協力

するとともに、市町村から指導又は助言を受けた場合は、当該指導又は助言

に従って必要な改善を行ないます。 

3 事業所は、提供した短期入所療養介護に係る利用者からの苦情に関して国民      

健康保険団体連合会の調査に協力するとともに、国民健康保険団体連合会の

指導又は助言を受けた場合は、当該指導又は助言に従って必要な改善を行な

います。 

4 事業所は、苦情を受け付けるための窓口を設置するほか、苦情を処理するた

めに講ずる措置の概要を掲示します。 

 

       

（地域との連携）          

第３６条 事業所は、その運営に当たっては、地域住民又はその自発的な活動等との連           

携及び協力を行う等の地域との交流を図ります。 

 

 

 (事故発生時の対応)              

第３７条 施設は、事故の発生またはその再発を防止するため、次の各号に定める措置

を講じるものとする。 

（1） 事故が発生した場合の対応、次号に規定する報告の方法等が記載された事故発 

生の防止のための指針の整備 

（2） 事故が発生した場合又はそれに至る危険性がある事態が生じた場合に、当該事 

実が報告され、その分析を通じた改善策を従業者に周知徹底する体制の整備 

（3） 事故発生の防止のための委員会（テレビ電話装置等を活用して行うことができ 

るものとする。）及び従業者に対する定期的な研修 

（4） 前３号に掲げる措置を適切に実施するための担当者の設置 

２ 施設は、入所者に対する介護保健施設サービスの提供により事故が発生した場 

合は、市町村、入所者の家族等に連絡するとともに、必要な措置を講ずるもの 

とする。 

３ 施設は、前項の事故の状況及び事故に際して採った処置について記録をするも 

のとする。 

４ 施設は、入所者に対する介護保健施設サービスの提供により賠償すべき事故が 
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発生した場合には、損害賠償を速やかに行うものとする。 

 

  (身体拘束等の原則禁止) 

第３８条 施設は、当該入所者又は他の入所者等の生命又は身体を保護するため緊急や

むを得ない場合を除き、身体的拘束その他入所者の行動を制限する行為（以

下「身体的拘束等」という。）は行わない。やむを得ず身体拘束を行う場合に

は、その態様及び時間、その際の入所者の心身の状況並びに緊急やむを得な

い理由を記録するものとする。 

２ 施設は、身体的拘束等の適正化を図るため、次に掲げる措置を講じる。 

（1） 身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等を活 

用して行うことができるものとする。）を３月に１回以上開催するとともに、そ 

の結果について、介護職員その他の従業者に周知徹底を図るものとする。 

（2） 身体的拘束等の適正化のための指針を整備する。 

（3） 介護職員その他の従業者に対し、身体的拘束等の適正化のための研修を定期的 

に実施する。 

 

（虐待防止に関する事項） 

第３９条  施設は、入所者の人権の擁護、虐待の発生又はその再発を防止するため次の 

措置を講ずるものとする。 

（１）虐待防止のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等を活用して行うこ

とができるものとする。）を定期的に開催するとともに、その結果について従業

者に周知徹底を図る 

（２）虐待防止のための指針の整備 

（３）虐待を防止するための定期的な研修の実施 

（４）前３号に掲げる措置を適切に実施するための担当者の設置 

２ 施設は、介護保健施設サービス提供中に、当該施設従事者又は養護者（入所者

の家族等高齢者を現に養護する者）による虐待を受けたと思われる入所者を発

見した場合は、速やかに、これを市町村に通報するものとする。 

 

（会計の区分） 

第４０条 事業所は、短期入所療養介護の事業の会計とその他の事業の会計を区分します。  

                                               

（記録の整備）   

第４１条 事業所は、従業者、施設及び構造設備並びに会計に関する諸記録を整備します。 

     （1）管理に関する記録 

          ①事業日誌 

          ②職員の勤務状況、給与、研修などに関する記録 

          ③月間及び年間の事業計画表及び事業実施状況 

     （2）会計経理に関する記録 

     （3）施設及び構造設備に関する記録 



 

 12

2 施設は、利用者に対する短期入所療養介護の提供に関する諸記録を整備し、

短期入所療養介護提供の完結日より 5 年間保存します。 

     （1）入退所の判定に関する記録 

     （2）施設療養その他のサービスに関する記録 

           ①利用者などの台帳 

              ②利用者などの記録 

              ③診察、看護、介護、機能訓練などの記録 

              ④療養記録など療養に関する記録 

              ⑤短期入所療養介護計画に関する記録 

              ⑥献立及び食事に関する記録 

⑦市町村への通知に関する記録 

          ⑧苦情の内容に関する記録 

          ⑨事故の状況及び事故に際して採った処置に関する記録 

 

     (研修関係) 

   第４２条   事業所は、職員の資質向上のために研修の機会を次のとおり設けるものと 

       し業務の執行体制についても検討、整備します。 

     （1）採用時研修 採用後１カ月以内 

     （2）継続研修  年 12 回の内部研修（勉強会）及び、年４回の外部研修 

 

     

 

   第４３条 この規程は、令和元年 10 月 1 日より施行する。 

       この規定は、令和 5 年 6 月 1 日より施行する。 

       この規定は、令和 6 年 8 月 1 日より施行する。 

       この規定は、令和 7 年 2 月 1 日より施行する。 



 重要事項説明書（短期入所療養介護サービス）

　あなたに対する居宅サービス提供開始にあたり、厚生省令第37号第155条の規程により準用する
第125条に基づいて、当事業者があなたに説明すべき事項は、次のとおりです。

1.事業者の概要

事業者の名称 医療法人　越宗会 （財団）
主たる事務所の所在地 大阪市住吉区東粉浜3丁目26番6号
法人種別 医療法人　
代表者の氏名 理事長　　　越宗　勝
電話番号 06-6672-2251
FAX番号 06-6671-2233
設立年月日

2.ご利用事業所

事業所の名称 介護老人保健施設　玉串すみれ苑
事業所の所在地 東大阪市玉串町西3丁目２番3号
施設長の氏名 施設長　　藤本　幹夫
電話番号 072-966-2000
FAX番号 072-966-2552
事業者指定 平成19年5月1日　　知事指定第　2755080104号

3.ご利用施設であわせて実施する事業

事業の種類 大阪府知事の事業者指定
指定年月日 指定番号

施設 介護老人保健施設
居宅

4.事業の目的と運営方針

医療法人越宗会　介護老人保健施設玉串すみれ苑は、介護保険法令の趣旨に
従って、利用者の療養生活の質の向上及び利用者の家族の身体的及び精神的
負担の軽減をはかることを目的とします。
1.事業所は、短期入所療養介護計画に基づいて、看護・医学的管理の下におけ
　る介護及び機能訓練その他必要な医療並びに日常生活上の世話を行う事により
　利用者がその有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるようにする
　とともに、療養生活の質の向上及び利用者の家族の身体的及び精神的負担の
　軽減をはからなければならない。
2.事業所は、利用者の意思及び人格を尊重し、常に利用者の立場に立って指定
　短期入所療養介護の提供に努めなければならない。
3.事業所は、明るく家庭的な雰囲気のもとに、地域や家庭との結びつきを重視した
　運営を行い、市町村、居宅介護支援事業者、居宅サービス事業者、他の介護
　保険施設等の保険医療サービス又は福祉サービスを提供する者との密接な
　連携に努めます。

事業の目的

運営方針

介護予防短期入所療養介護 平成19年5月1日 大阪府2755080104号 空床利用

30人
介護予防通所リハビリテーション 平成20年11月1日 大阪府2755080104号

通所リハビリテーション 平成19年5月1日 大阪府2755080104号

昭和26年7月16日

利用定数

平成19年5月1日 大阪府2755080104号 100人



5.施設の概要

（1）敷地及び建物

敷地 2579.41㎡
建物 構造 鉄筋コンクリート造4階建　（耐火建築）

延床面積 3905.45㎡
利用定員 100名

　　（2）居室

居室の種類 室数 面積
1人部屋 20室 12.07㎡ 12.07㎡
4人部屋 20室 34.49㎡ 8.62㎡

（注）指定基準は、居室1人あたり　8㎡です。
（注）各部屋の配置ならびに構造については、別添のパンフレットを参照してください。

　　（3）その他主な設備（介護老人保健施設と共有）

設備の種類 数 面積 1人あたりの面積
診察室 1室 12.10㎡
機能訓練室 1室 105.46㎡
一般浴室 2階　　1室 39.90㎡

3階　　1室 48.00㎡
4階　　1室 48.00㎡

機械浴室 26.78㎡
1室 41.55㎡

洗面所 2階　　11箇所
3階　　11箇所
1階　　3箇所 9.07㎡
2階　　12箇所 46.66㎡
3階　　12箇所 46.71㎡
4階　　4箇所 22.54㎡
2階　　1室 24.44㎡
3階　　1室 24.44㎡
4階　　1室 17.66㎡

調理室 1室 88.00㎡
洗濯室 1室 15.05㎡
汚物処理室 2階　　1箇所 12.64㎡

3階　　1箇所 12.64㎡
多目的室 1室 85.10㎡
理髪室 1室 7.69㎡
ボランティア室 1室 31.62㎡

レクリェーションルーム

便所
（ｳｫｼｭﾚｯﾄ設
備一部有）

サービスステーション

1人あたりの面積

特殊浴槽　　1台



6.職員体制 (平成28年4月1日現在）

職員の職種 員数 区分
常勤 非常勤
専従 兼務 専従 兼務

医師 1 1 1 1
看護職員 13 9 4 10
介護職員 30 28 2 24
支援相談員 1 1 1 1
理学療法士 4 5 1
管理栄養士 1 1 1

2 2 2 1
事務員 3 3

7.職員の勤務体制

従業者の種類 勤務体制
施設長（医師） 日中　　8：30～17：30
看護職員 日中　　8：30～17：30 早出　　7：30～16：30
介護職員 夜勤　16：00～10：00　 遅出　11：30～20：30
支援相談員 日中　　8：30～17：30
理学療法士 　　　　　　〃
管理栄養士 　　　　　　〃

　　　　　　〃
事務員 　　　　　　〃
※曜日により勤務状況に変更がありますので詳細につきましては、スタッフに
ご確認下さい。

（施設長（施設管理者））
・ 施設の従業員の管理、業務の実施状況の把握その他の管理を一元化に行います。
・ 従業員に運営規程を遵守させるために必要な指揮命令を行います。

（医師）
・ 入所者の健康管理及び医療の処置に適切なる措置を講じます。

（看護職員）
・ 施設管理者の命を受け、入所者の保健衛生並びに看護業務を行います。

（介護職員）
・ 施設管理者の命を受け、入所者の日常生活全般にわたる介護業務を行います。

（支援相談員）
・ 入所者及びその家族からの相談に適切に応じるとともにレクレーション等の計画、指導を行

　い、市町村との連携を計る他、ボランティアの指導を行います。
（理学療法士）

・ 施設管理者の命を受け、入所者などに対する理学療法業務を行います。
（管理栄養士）

・ 献立作成、栄養量計算、給食記録を行い、調理員を指導して、給食業務に従事します。
（介護支援専門員）

・ 施設管理者の命を受け、施設サービス計画の作成に関する業務を行います。

2.4

介護支援専門員

介護支援専門員

2 1.6
10
29

3
0.8

常勤換
算後の
人員数

指定基準



8.営業日及びご利用の予約
営業日 年中無休
ご予約の方法

9.短期入所療養介護サービスの概要と利用料
（1）介護保険給付によるサービス
サービスの種類 内容 利用料
食事の介助 ・管理栄養士のたてる献立表により、栄養と利用者 食費の基準費用額

の身体状況に配慮したバラエティに富んだ食事を 　1日あたり
提供します。 ・1,600円（第4段階）
・できるだけ離床して食堂でお食べください。 ・650円（第3段階）

・390円（第2段階）
　（食事時間） ・300円（第1段階）
　朝食　　8時
　昼食　　12時
　ｵﾔﾂ　　15時
　夕食　　18時

排せつの介助 ・利用者の状況に応じて適切な排せつ介助を行うと 保険給付費の1割から
ともに、排せつの自立についても適切な援助を行い ３割をお支払いいただ
ます。 きます。
・おむつを使用する方に対しては、1日5回の交換を
行うとともに、必要な場合はこれを超えて交換を行い
ます。
・なるべく介助は同性の職員が行うようにします。

入浴の介助 ・週2回の入浴または清拭を行います。
・寝たきり等で座位のとれない方は機械を用いての
入浴も可能です。
・なるべく介助は同性の職員が行うようにします。

着替え等の介助 ・寝たきり防止のため、できる限り離床に配慮します。
・生活のリズムを考えて、毎朝夕の着替えを行うよう
配慮します。
・個人としての尊厳に配慮し、適切な整容が行われる
よう援助します。
・シーツ交換は週1回、寝具の消毒は年4回
実施します。

機能訓練 ・理学療法士による利用者の状況に適合した機能
訓練を行い、生活機能の維持・改善に努めます。
（当施設の保有するリハビリ器具）

歩行器 平行棒
車椅子　 治療台 等

医療・看護 ・利用者の病状にあわせた医療・看護を提供します。
・医師による定期診察は、週に一回行います。
　それ以外でも必要がある場合には適宜診察します
ので、看護師等にお申し付けください。
　ただし、当施設では行えない処置（透析）や手術、
その他病状が著しく変化した場合の医療については
他の医療機関での治療となります。

送迎 ・身体状況等一定の基準に該当する方で、ご自分で
来所が困難な方は、リフト付の送迎車で入退所の送
迎を行います。
通常の実施地域は、東大阪市、大東市、八尾市、
大阪市平野区の地域とします。

（2）介護保険給付外サービス
サービスの種類 内容 利用料
特別な居室 当施設では、トイレ付個室、トイレなし個室をご用意 希望により選択した時は

しております。 ご負担願います。
食材の提供 ・管理栄養士による栄養管理を実施しています。 ・1日1,600円
理髪・美容 当施設では、月1回（第3火曜日）を予定しております。 希望により選択した時は

ご負担願います。
当施設では、レクレーション行事を用意しております。 希望により選択した時は
参加されるか否かは任意です。 ご負担願います。

クラブ活動 当施設では、クラブ活動を用意しております。 希望により選択した時は
参加されるか否かは任意です。 ご負担願います。

日常生活品費 タオル、バスタオル、ティッシュ、歯磨き粉、歯ブ 希望により選択した時は
ラシ等 ご負担願います。

レクレーション行事

ご利用の予約は、利用を希望される期間の初日の2ヶ月前から受け付けております。



◎ （１）、（２）の料金は、別紙に記載しています。
10.苦情等申立先

当施設ご利用相談室 窓口担当者 岡坂　明
松下　誠

ご利用時間 毎日　8時30分～17時30分
電話072-966-2000
ＦＡＸ072-966-2552

ご意見箱での受付もいたしておりますのでご利用ください。
責任をもって調査、改善をさせていただきます。

（市町村の窓口） 所在地 〒577-8521
東大阪市 東大阪市荒本北1丁目1番1号

指導監査室施設課 電話番号 06-4309-3315
ＦＡＸ番号 06-4309-3813
受付時間 9時00分～17時30分

（年末年始及び土曜日曜祝日を除く）
（公的団体の窓口） 所在地 〒540-0028
大阪府国民健康保険 大阪市中央区常盤町1丁目3-8
　　　　　　団体連合会 　　　（中央大通りＦＮビル内）
　　　　　　　介護保険室 電話番号 06-6949-5418

ＦＡＸ番号 06-6949-5417
受付時間 9時00分～17時00分

（年末年始及び土曜日曜祝日を除く）

11.協力医療機関
医療機関の名称 市立東大阪医療センター
所在地 東大阪市西岩田3丁目4-5
電話番号 06-6781-5101
診療科 内科、循環器科、消化器科、呼吸器科、神経内科、精神神経科、外科、

整形外科、脳神経外科、形成外科、眼科、泌尿器科、産婦人科、
耳鼻咽喉科、皮膚科、放射線科、麻酔科、歯科、歯科口腔外科、
小児科、リハビリテーション科

入院設備 573床
救急指定の有無 有
契約の概要 当施設と市立東大阪医療センターとは、入所者の病状の急変があった場合

医療機関の名称 医療法人恵生会　恵生会病院
所在地 東大阪市鷹殿町20-29
電話番号 072-982-5101
診療科 内科、消化器内科、消化器外科、呼吸器外科、肛門外科、一般外科、

乳腺外科、産婦人科、小児科、眼科、整形外科、泌尿器科、
リウマチ外来、神経内科外来、皮膚外来、麻酔科

入院設備 有　　　184床

12.非常災害時の対策

災害時の対応 別途定める「介護老人保健施設　玉串すみれ苑　消防計画」にのっとり対応を
行います。

近隣との強力関係 自治会との合同消防訓練を行う予定です。

平常時の訓練 別途定める「介護老人保健施設　玉串すみれ苑　消防計画」にのっとり年2回
夜間及び昼間を想定した避難訓練を入所者の方も参加して実施します。

防火設備 設備名称 個数等 設備名称 個数等
（介護老人保健施設 スプリンクラー
と共通） 避難階段 屋内消火栓

自動火災報知機 非常通報装置
誘導灯 漏電火災報知機
ガス漏れ報知機 非常用電源
カーテン布団等は、防炎性能のあるものを使用しております。

23 0
0 1

2 0
170 5

464 防火扉・シャッター 2



消防計画等 　　　消防署への届出日　　平成　　　20年　　4月　　25日　
防火管理者 岡坂　明

13.第三者評価の実施状況
　　　　　実施なし

14.当施設ご利用の際にご留意いただく事項

来訪・面会 面会時間　　　10時～　20時
来訪者は面会時間を遵守し、必ずその都度職員に届けてください。
来訪者が宿泊される場合には必ず許可を得てください。

外出・外泊 外出・外泊の際には必ず行き先と帰宅日時を職員にお申し出てください。
居室・設備・器具の 施設内の居室や設備、器具は本来の用法に従ってご利用ください。
利用 これに反したご利用により破損等が生じた場合、弁償していただくことがあり

ます。
喫煙・飲酒 施設内の分煙スペース以外での喫煙はできません。

飲酒は医師の指示に従って行ってください。
迷惑行為等 騒音等他の入所者の迷惑になる行為はご遠慮願います。また、やみくもに他

の入所者の居室等に立ち入らないようにしてください。
所持品の管理 原則的には家族管理でお願いします。
現金等の管理 原則的には家族管理でお願いします。
宗教活動・政治活動 施設内での他の入所者に対する執拗な宗教活動はご遠慮ください。
動物飼育 施設内へのペットの持ち込み及び飼育はお断りします。
事故が生じた場合 利用者の家族及び市町村、居宅介護支援事業所等に速やかに連絡を行うとと

もに早急に必要な措置を講じます。また、賠償すべき事故が発生した場合は、
加入しております損害賠償保険に基づき、適切な対応を行います。

身体拘束等の 施設は、緊急やむを得ない場合を除き、入所者に対し身体拘束を行いません。
原則禁止 ・緊急やむを得ない場合とは（管理者・看護・介護等からなる身体拘束委員会にて検討）

（1）当該利用者又は他の利用者等の生命又は身体が危険にさらされる可能性
　　が著しく高い場合。
（2）身体拘束等を行う以外に代替する介護方法がないこと。
（3）身体拘束等が一時的であること。
・家族への説明と記録
（1）緊急やむを得ない場合は、予め利用者の家族にその内容、理由、時間帯

、期間等を説明し、同意を文書で得た場合のみその条件と期間内において
のみ行う。

（2）その態様と時間、その際の心身の状況並びに緊急性の理由を記録する。
高齢者虐待の 利用者等の人権の擁護・虐待の防止等のために、次に掲げるとおり必要な
防止について 措置を講じます。

（1）研修等を通じて、従業者の人権意識の向上や技術の向上に努めます。
（2）個別支援計画の作成など適切な支援の実施に努めます。
（3）従業者が支援に当たっての悩みや苦労を相談できる体制を整えるほか、
従業者が利用者等の権利擁護に取り組める環境の整備に努めます。
（通報先）東大阪市福祉部高齢介護室地域包括ケア推進課
　　　　　　電話番号06-4309-3013　　FAX番号06-4309-3848

サービスの利用 ・利用
と終了 （1）事業所は、その身体の状況及び病状並びにその置かれている環境に照ら

し看護、医学的管理の下における介護及び機能訓練その他必要な医療が必
要であると認められる者を対象に、短期入所療養介護を提供するものとします。
（2）事業所は、正当な理由なく短期入所療養介護を提供するものとします。
（3）事業所は、利用申込者の利用に際しては、その者の心身の状況、病歴等
の把握に努めます。
（4）事業所は、利用者の心身の状況、病状、その置かれている環境等に照ら
し、その者が居宅において日常生活を継続的に営むことができるよう定期的
に検討します。

（5）前項の検討に当たっては、医師、看護・介護職員、支援相談員、介護支援
専門員等の従業員の間で協議します。
（6）事業所は、利用者へのサービス提供に際しては、その者又はその家族に対
し、適切な指導を行うとともに、サービス提供終了後の主治医及び居宅介護支
援事業者に対する情報の提供その他保健医療サービス又は福祉サービスを提
供する者との密接な連携に努めます。
・終了



（1）要介護更新認定において、自立又は要支援と認定された時。
（2）利用者が死亡した時。
（3）利用者が契約書第14条に基づき契約解除を申し出た時。
（4）当該施設が契約書第15条第1項に基づき契約の解除を通告し、予告期間

が満了した時。
（5）契約書第15条第2項に基づき当該施設が、契約の解除を通告した時。
（6）利用者が他の短期入所療養介護施設と別契約を締結した時。

15.緊急時の対応

緊急時診療等を求める医療機関 下記の主治医または協力機関
（老人保健施設の場合）

主治医 院長　　西嶌　　準一
病院名 市立東大阪医療センター
住所 東大阪市西岩田3丁目4-5
電話番号 06-6781-5101

緊急連絡先

氏名

住所

電話番号

続柄

16.乙が加入している損害賠責任保険

保険会社 三井住友海上
証券番号 ＡＦ78544055
保険期間 2007年5月7日～2008年5月7日
保険金額 82,000円 請求

保険期間中

17.利用料、及び諸費用のお支払い方法について

　料金と費用は毎月の月末に締めて計算いたします。翌月の15日頃に請求書を発行し、自動振替契約に
基づいてお支払いいただきます。お支払いを確認いたしましたら、領収書を発行しますので、必ず保管下さ
い。

　私は、本書面に基づいて、乙の職員（職名　支援相談員　　　氏名　松下　誠　　　　　　　　）から
上記重要事項の説明を受けたことを確認します。
　
　東大阪市玉串町西3丁目2番3号

介護老人保健施設　玉串すみれ苑　管理者（施設長）　藤本幹夫

　　　　　　　　　　　年　　　　　月　　　　　　日
（利用者）

住　所

氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

（署名代行者）

　私は、下記の理由により、甲の意思を確認したうえ、上記署名を代行しました。

住　所



氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

（利用者家族）

住　所

氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

介護老人保健施設玉串すみれ苑を利用するにあたり、利用料金表に基づいて個別に選択するサービスの
費用の説明を受け、これらを十分に理解した上で選択いたします。

① 特別な室料 □ 希望する □ 希望しない

② 日常生活品費 □ 希望する □ 希望しない

③ 教養娯楽費 □ 希望する □ 希望しない

平成　　　　　年　　　　　月　　　　　日

利用者 住所

氏名 印

電話

身元保証人 住所

氏名 印

電話

事業者 住所 大阪市住吉区東粉浜3丁目26-6

法人名 医療法人　　越宗会　（財団）

理事長 越宗　勝

電話 06-6672-2251

短期入所療養介護サービスの個別選択費用に関する同意書


